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事業方式及び事業費・財源の検討 

 

第第１１節節  検検討討のの流流れれ  

本検討は、新設するごみ処理施設の整備・運営事業へのＰＦＩ等事業方式の適用可

能性について、従来型の公設公営方式と比較することにより、これら方式のメリット・

デメリットを整理し、本事業で採用すべき事業形態を検討するものである。 

検討の流れを以下に示す。 
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【本検討資料の構成】 
２－１ 検討対象事業 

 
２－２ 設計・建設の業務範囲 
２－３ 運営・維持管理の業務範囲 

 

２－４ 施設の所有形態 
 
 
２－６ 事業期間 
 
 
４－３ 従来方式の設定 

 
４－４ VFM算定についての前提条件の

整理 
４－５ 事業指標 
４－６ 現在価値化 
４－７ VFM 算定結果 

 
５－１ 概略 VFM の算定について 
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第第２２節節  事事業業範範囲囲及及びび事事業業ススキキーームムのの検検討討  

１１．．検検討討対対象象事事業業  

本検討においては、事業の主たる部分を占める熱回収施設の整備・運営を事業範囲

とする。 

なお、同位置に整備を予定するリサイクルプラザについては、①一部処理委託とす

る可能性も残ること、②プラザ機能の有効活用のためには地域住民との連携の上で柔

軟な対応が必要であること、③容器包装リサイクル法などリサイクル法制の改正動向

によっては、処理システム・処理対象物の変更が必要となる可能性があることなどか

ら、一括契約による長期包括運転委託を含むＰＦＩ等事業方式を採用するには課題が

多い。 

このことから、本検討においては事業の主たる部分である熱回収施設を対象とし、

その効果を見極めた上で、リサイクルプラザについては必要に応じて今後検討対象と

すべきと考えられる。 

 

２２．．設設計計・・建建設設のの業業務務範範囲囲  

施設の設計・建設業務としては、以下の業務が挙げられる。これら業務の大部分は

民間事業者が一体的に行うことにより、より効率的・効果的な実施が期待されるもの

であり、民間事業者の業務範囲とすることが望ましい。 

 

【設計業務】 

①  基 本設計業 務（公共 で実施）  

②  詳 細設計業 務  

③  各 種申請業 務  

④  完 成検査（ 公共で実 施、検査 受検は民 間事業者 ）  

 

【建設業務】 

①  建 設業務  

②  各 種申請業 務  

③  試 運転業務  

④  出 来高検査 ・完成検 査（公共 で実施、 検査受検 は民間事 業者）  

⑤  完 成図書等 の提出  
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３３．．運運営営・・維維持持管管理理のの業業務務範範囲囲  

熱回収施設の運営・維持管理業務としては、以下の業務が挙げられる。これら業務

は民間事業者が一体的に行うことにより、より効率的・効果的な運営・維持管理の実

現が期待されるものであり、民間事業者の業務範囲とすることが望ましい。ただし、

売電、余熱供給、回収資源の有効利用業務、焼却灰の処理処分業務については、民間

事業者のリスク増大要因となるため検討が必要である。 

 

【運営業務】 

①  受 入業務  

②  運 転業務  

③  エ ネルギー の有効利 用業務  

（ 余熱の利 便施設へ の供給、 発電した 電力の構 内利用、 売電）  

④  飛 灰・主灰 、回収資 源の有効 利用業務  

⑤  そ の他運営 業務  

 
【維持管理・修繕業務】 

①  保 守管理業 務  

②  環 境管理業 務  

③  情 報管理業 務  

④  そ の他管理 業務  
 

（（１１））売売電電業業務務  
発電電力の販売業務は、熱回収施設の運営業務と一体的に実施することによって、

民間事業者の創意工夫がより一層発揮されることが期待されるため、民間事業者の

業務範囲とすることが望ましい。しかし、本業務には販売収入があるため、この販

売収入の扱い（民間事業者の収入とするか否か）及びリスク分担との関係にも留意

する必要がある。 

販売収入の変動については、民間事業者の努力による部分とは別に、売電単価の

変動や制度変更に伴う市場規模の縮小等、民間事業者によってコントロールできな

いリスクが存在するため、過度のリスクを民間に移転することは事業の長期的な安

定性の悪化につながる可能性がある。 

このため、売電業務は本業務に含めないこととする。 

 

（（２２））余余熱熱供供給給業業務務  
地域冷暖房や温水センターへの余熱供給業務については、最大供給量等の制約条

件や事業者のコントロールできない需要リスクがあることから、熱回収施設の運営
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業務と一体的に実施しても、民間事業者の創意工夫が発揮される余地が少ない。 

このため、余熱供給業務は本業務に含めないこととする。 

 

（（３３））回回収収資資源源のの有有効効利利用用業業務務  
売電業務と同様に、金属等回収資源の有効利用業務についても基本的には民間事

業者の業務範囲とすることが望ましいものの、民間事業者によってコントロールで

きない需要リスクが存在する。 

このため、回収資源の有効利用業務についても、本業務に含めないこととする。 

 

（（４４））焼焼却却灰灰処処理理処処分分業業務務  
焼却灰の発生量は薬剤等使用量にもよるものの、概ね処理量及び処理ごみ質に左

右されるものであり、民間事業者によってコントロールできない。また、薬剤使用

量の過度な節約は適切な排ガス処理に支障をきたすことに繋がるため、焼却灰の処

理処分について民間事業者の業務範囲とすべきでない。 

民間事業者の業務範囲とする場合、セメント原料化業者の処理単価の変動や需要

リスクなどのコントロールできないリスクがあるほか、セメント原料化を行えない

ものについて別途に有効利用先もしくは最終処分先を確保する必要があるが、処分

先を確保することは非常に困難であり、また、処分先を民間事業者に委ねることは、

処理責任の観点からも問題がある。 

したがって焼却灰処理処分業務を事業者の業務範囲とすることは公共及び事業者

の双方にとってリスクとなるため、本業務に含めないこととする。 

 

 

表 １ 既存事業における売電・副生成物の官民分担 
事業名 事業方式 売電・RPS 副生成物 

・電力供給義務施設への供給、クリーンセ

ンター内他施設への売電、電気事業者へ

の売電を行うことが出来る。 

防府市クリーンセ

ンター 

DBO 

・売電・RPS に関わる収入は事業者に帰属

する。 

・主灰、スラグ、メタル、飛灰について有

効利用を行う。 

・施設の所内での利用、電気事業者への売

電を行うことが出来る。 

・スラグ、メタル等の有効利用可能量の提

案を行う。 

松山市新西クリー

ンセンター 

DBO 

・売電・RPS に関わる収入は事業者に帰属

する。 

・施設外で処理する必要のある廃棄物につ

いては、市が処理する。 

・スラグ、メタル等について、組合から有

償で購入する。 

岩手沿岸南部クリ

ーンセンター 

DBO 施設の運営に必要な電力を事業者の責任

と費用で確保するとともに、余剰電力につ

いて電気事業者と直接契約することによ

り得られる売電収入を事業者の収入とす

る。 

・有価として扱うことが出来ない場合は、

組合と協議の上、その処分及び再利用方

法について決定する。 

・施設の所内での利用、破砕施設及び余熱

利用施設への供給、電気事業者への売電

を行うことが出来る。 

・スラグ、メタル等の有効利用可能量の提

案を行う。 

新潟市新焼却場 DBO 

・売電・RPS に関わる収入は事業者に帰属。 ・有効利用が出来ない量は、市が引取り。

・施設の所内並びに再資源化施設及び周辺

施設に供給するほか、電力会社等に売

電。 

・メタル、スラグ等について有効利用可能

量の提案を行う。 

エコパークあぼし

（姫路市） 

DBO 

・売電・RPS に関わる収入は事業者に帰属。 ・系外で処理する必要のある一般廃棄物に

ついては、市が処分する。 
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事業名 事業方式 売電・RPS 副生成物 

・スラグ販売等に係る収入は事業者の収

入。 

・有効利用しない溶融固化物は、事業者の

責任と費用において処分する。 

・金属類は、事業者の責任と費用において

極力有効利用する。 

第 2 クリーンセン

ター（岩手県） 

BOO 電気・熱販売等に係る収入は事業者の収入

となる。なお、売電や余熱利用等について

は事業者の提案による。 

・処理不適物、溶融不適物、飛灰処理物等

については、やむを得ず最終処分しなけ

ればならない場合、事業者の責任と費用

において処分する。 

溶融固化物、金属類：有効利用可能量の提

案を行い、その収入は事業者の収入。 

堺市・資源循環型

廃棄物処理施設 

BTO 施設内で利用したのち、余剰電気エネルギ

ー等は事業者が売却し、サービス購入料の

一部として事業者の収入とする。 焼却飛灰、溶融飛灰：最終処分等は市。 

・副生成物のうち有償売却可能なものにつ

いては、事業者の費用及び責任で売却

し、事業者の収入とすることができる。

益田地区広域クリ

ーンセンター 

BOT なし 

・有償売却できない状態である副生成物の

有効利用又は最終処分は、その運搬又は

引取りに関する委託は組合が行う。 

・まず清掃工場内で使用し、水泳場へ供給

する。余剰電力については、事業者提案

に基づき市が売電を行う。 

スラグ：提案した量を提案した価格で購入

する。 

新清掃工場･新水

泳場（浜松市） 

DBO 

・売電収入相当額をサービス購入料の一部

として支払う。 

金属類：提案した価格で全量購入する。（飛

灰の有効活用を行う場合も同様） 

溶融スラグ：可能な限り事業者が有効活用

を図り、有効活用できないものについては

市へ引き渡す。 

溶融飛灰：市による活用あるいは処分方法

にあわせて処理した後、すべて市へ引き渡

す。 

名古屋市鳴海工場 BTO 所内動力を賄った上で余剰電力がある場

合には、事業者が電気事業者へ売却でき

る。 

金属類：事業者の責任において全量有効活

用を図る。 

彩の国資源循環工

場（埼玉県） 

・事業者が事業用地内の売電先事業者の承

諾を得ること 

 ・事業者が売電事業の責任、費用をすべて

負担すること 

  

BOO 

この条件の下、電気事業法第１７条第１項

第１号に基づく特定供給（同一構内）を許

諾。 

処理後の排出物、生成物等についてはでき

る限り有効利用する。 

一般廃棄物等の処理に係る溶融スラグ、金

属類等相当分：事業者による有効利用を原

則とするが、有効利用できないものは市が

最終処分。 

一般廃棄物等の処理に係る溶融飛灰：事業

者が薬剤処理、セメント固化処理を行い、

市が最終処分。 

倉敷市資源循環型

廃棄物処理施設 

BOT 余剰エネルギー等は事業者が自由に有効

利用（販売を含む）を行うことができる。

産業廃棄物に係る副生成物相当分：有効利

用と最終処分について、全て事業者の責任

で実施。 

金属類、溶融スラグ：可能な限り有効利用

する。 

大館周辺広域市町

村圏組合・ごみ処

理事業 

BOO 余熱の利用について、広域処理施設で有効

利用し、なお余剰が生じる分は事業者の自

由。 溶融飛灰処理物：適正に処分する。 
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４４．．施施設設のの所所有有形形態態  

施設の所有権を有することにより、必要な管理を行う責任（民法第 717 条 1 項など）

が生じるとともに、周辺の地権者に損害を及ぼした場合等に、損害賠償請求を受ける

可能性がある。つまり、施設を所有することは、リスクや責任を負担することになる。

したがって、施設の状態を把握し、適切に管理することが可能である者が施設を所有

することによって、リスクの低減を図ることが可能となる。 

事業期間中、民間事業者が施設を所有する BOT／BOO 方式とした場合には、長期に亘

る運営・維持管理期間において、施設の性能を維持する責任を民間事業者に負わせる

ことができる。 

ただし、本施設においては廃掃法における再委託の禁止が問題となる。民間事業者

が施設を所有する場合（ＢＯＴ/ＢＯＯ方式）には、組合から一般廃棄物の処理委託を

受けるＳＰＣ（特別目的会社：ある事業のみを行うことを目的として設立される会社、

ＰＦＩ事業における契約の相手先）は、その一般廃棄物の処分について、ＳＰＣの構

成企業に委託（再委託）することができないため、自ら行う必要があり、運営・維持

管理に係るリスクの移転が制限されることとなる。 

また、ＢＯＴ/ＢＯＯ方式とすることにより、ＢＴＯ方式でも必要となる設置許可の

取得や建築確認等の手続きのほか、ＳＰＣに対する不動産取得税等の課税、事業期間

が建物の償却期間に満たないことなど、定性的、定量的に不利になる面が多くある。 

したがって、事業者が事業期間中に施設所有をすることのないＢＴＯ方式及びＤＢ

Ｏ方式が望ましいと考えられる。 

 

５５．．ササーービビスス対対価価のの支支払払いい方方法法  

ＰＦＩ事業における主なサービス対価の支払い方法は、公共から民間事業者への支

払い、事業者の収入の観点からみると、サービス購入型、独立採算型、ミックス型の

大きく 3 つの形態に区分できる。支払い形態の選択にあたっては、事業内容や法制度、

採算性、民間事業者の動向等を勘案して、最も効果的で効率的なサービスが提供でき

る形態を選択することが重要である。 

 
表 ２ サービス対価の支払い方法 

民間事業者が自ら資金調達した資金により施設を整備し、維持管理及び運

営を行い、公共はそのサービスに対する対価を支払う方法。 サービス購入型 

＊公共の費用負担あり。 

民間事業者が自ら資金調達した資金により施設を整備し、維持管理及び運

営を行い、施設利用者からの料金収入のみで資金を回収する方法。 独立採算型 

＊公共の費用負担なし。 

サービス購入型と独立採算型を組み合わせた方法。 

ミックス型 例えば、PFI 事業者の収入が、公共からの交付金・サービス購入料と施設

利用者からの料金収入等の双方となる場合。 
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一般廃棄物処理施設のＰＦＩ事業については、事業による収入として売電・ＲＰ

Ｓ販売及び副生成物の有効利用収入等が挙げられるが、施設整備費及び運営・維持

管理費と比べて少額である。したがって、先行事例については、多くがミックス型

の事業として位置付けられる。 

一般廃棄物の処理について、その処理量の変動を予測することは官民ともに困難

であり、処理量の変動に伴い業務量・業務コストについても変動するため、サービ

ス対価を固定した場合には、処理量の増加に伴う費用の増加を賄うことができない

可能性がある。一方、サービス対価を処理量の変動に完全に連動させた場合には、

処理量が減少しても固定で発生する費用を賄うことができない可能性がある。これ

らのリスクは事業者の要求するサービス対価の設定に反映されるため、結果的に事

業費の増加につながり、ＶＦＭを悪化させる可能性が高い。 

この対応策として、サービス対価については、固定費（処理量の変動によらない

定額の支払い ＝ Availability Fee）と変動費（処理量に応じた支払い ＝ Usage 

Fee）の併用により、民間事業者に支払うことが有効であり、多くの先行事例で採用

されている。 

 

６６．．事事業業期期間間  

事業期間を長期に設定することによって、民間の創意工夫をより多く導き出すこと

が可能となるため、可能な限り長期の事業期間を設定することが望ましいとされてい

る。一方で、事業期間の設定がコスト増大の要因となる可能性もあるため、以下に挙

げる主要 4項目について検討を行い、総合的に評価する必要がある。 

 

（（１１））耐耐用用年年数数・・大大規規模模修修繕繕のの視視点点  
 

施設の耐用年数を事業期間が大幅に超える場合、大規模修繕や更新費用の事業者

見積が必要となる。この場合には、大規模修繕や更新を含まない場合に比べてリス

クが大きくなるため、事業者の応札価格にリスクプレミアムが乗り割高になること

が懸念される。 

 

（（２２））民民間間事事業業者者のの資資金金調調達達のの視視点点  
 

ＰＦＩ事業の場合、事業者の金融機関からの固定金利による資金調達は、借入期

間が 15 年程度といわれている。これを考慮すると、公共側が金利変動リスクを負担

せず、全事業期間中の支払いの平準化を望む場合には、事業期間を 15 年程度とする

ことが望ましいと考えられる。一方、15 年を超える長期間の契約を想定する場合に

は、事業者の金利リスクを軽減することが必要となるが、5 年、10 年ごとの金利見
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直しや、15 年時において金利負担リスクを公共と事業者の双方のリスク負担とする

などの方法で対応することが可能である。したがって、金利負担リスクに対する考

え方に基づいた適切な事業期間の設定が必要となる。 

 
（（３３））組組合合のの財財政政負負担担能能力力のの視視点点  

 

組合の毎年度の支払い可能額の観点からの事業期間の設定も重要である。一般的

に、施設整備費用の支払期間は事業期間に一致させるため、毎年度の支払い可能額

に応じて事業期間を設定する必要がある。 

 

（（４４））需需要要変変動動及及びび技技術術革革新新等等のの各各種種リリススククのの増増大大のの視視点点  
 

一般に、事業期間が長期化すればするほど需要変動や技術革新等の予測は困難と

なり、リスクが増大する。社会トレンドの予測が可能な期間を超える長期になると

予測の精度は大きく低下するものと考えられる。 

本事業では、余熱供給、売電に関わる需要変動リスクや、熱回収施設の技術革新

リスクが存在する。これらのリスクを全て民間に移転することは、ＶＦＭの達成に

悪影響を及ぼす可能性が高いため、民間に移転するリスクとの関係を考慮した事業

期間の設定が必要となる。 

 
以上のことから、本検討における事業期間としては、大規模修繕の発生しない可能

な限り長期として、3年間の施設整備及び 15 年間の運営・維持管理を想定する。 
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第第３３節節  公公共共及及びび民民間間ののリリススクク分分担担ににつついいてて  

１１．．リリススクク分分担担のの考考ええ方方  

「リスク分担」とは、事業の進行を妨げる様々な不確実要因（リスク）に対し、

その負担者を予め契約書に明確に定めておくことをいう。負担者については、「契

約当事者のうち、個々のリスクを最も適切に対処できる者が当該リスク責任を負

う」という考え方に基づき設定する。 

リスクの適切な対処とは、「顕在化の回避」、「移転・分散」、「顕在時被害額の抑

制」について効率的に実施することが可能であることをいう。なお、物価上昇リス

ク、不可抗力リスクなど契約当事者である官民の双方ともに適切な対処が困難な場

合、従来方式と同様に公共側で負担することが望ましい。 

リスクを民間に移転することにより、民間事業者はリスク回避のために、顕在化

を抑制するシステムの構築や保険への加入等の対策を実施するためコストが増大

する。このため、公共が民間事業者に支払うサービスへの対価（委託費）は増大す

る。しかし、民間事業者がリスクを負担した方が、公共がリスク負担する場合より

も安価であれば、ＶＦＭ※の達成につながる。このように、適切なリスク分担を定

めることで、ＶＦＭが向上するが、民間への過度なリスク移転を行うと、逆にＶＦ

Ｍは低下することとなる。ＶＦＭの最大化のためには、公共と民間との最適なリス

クの分担が重要となる。 

 

＜リスク分担の考え方＞ 

契約当事者のうち、個々のリスクを最も適切に対処できる者が当該リスク責任を負う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＶＦＭ（Value For Money）：「ＶＦＭ」とは、一般に、「支払いに対して最も価値の高いサービスを供給

する」という考え方である。（「ＶＦＭ（Value For Money）に関するガイドライン」平成 13 年７月 27 日） 

図 １ リスク移転度とＶＦＭの関係の概念図 
 
 

２２．．廃廃棄棄物物処処理理施施設設のの整整備備運運営営事事業業にに係係るるリリススククのの抽抽出出  

公共事業におけるＶＦＭの最大化を実現するためには、公共と民間との最適なリ

Best ＶＦＭ 

従来方式 最適な事業方式 リスク移転 

ＶＦＭ 
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スクの分担が重要となる。廃棄物処理施設の整備運営事業においても、存在するリ

スクについて、事業開始（事業契約の締結）までに、その分担主体を決定する必要

があり、整備運営事業において想定されるリスクを、整備運営事業の段階（①共通、

②設計、③建設、④運営、⑤事業終了時）毎に整理する。 

 

表 ３ 廃棄物処理施設の整備運営事業に係るリスクの整理 
段階 リスクの種類 リスクの内容 

公共の事由により契約が結べない、契約締結が遅延する等 
契約締結リスク 

民間事業者の事由により契約が結べない、契約締結が遅延する等 

計画変更リスク 公共による事業の業務範囲の縮小、拡充等 

用地確保リスク 事業用地の確保に関するもの 

施設の設置に対する住民反対運動等に関するもの 
住民対応リスク 

上記以外のもの 

第三者賠償リスク 調査・建設・運営段階における騒音・振動・地盤沈下・臭気等に関するもの 

事業に直接関係する法令等の新設・変更に関するもの 
法令等の変更リスク 

上記以外の法令の新設・変更に関するもの 

事業に直接関係する税制度の新設・変更に関するもの 
税制度変更リスク 

上記以外の税制度の新設・変更に関するもの 

許認可遅延リスク 事業に関する許認可取得の遅延に関するもの 

公共の入札実施コスト 
入札費用リスク 

民間事業者の応募コスト 

施設の供用開始前のインフレ・デフレ（施設整備費に相当する部分） 
物価変更リスク 

施設の供用開始後のインフレ・デフレ（維持管理・運営に相当する部分） 

事故の発生リスク 設計・建設・運営・維持管理業務における事故の発生 

公共の指示、議会の不承認、公共の債務不履行によるもの 事業の中止・遅延に関す

るリスク 民間事業者の債務不履行、事業放棄、破綻によるもの 

共
通 

不可抗力リスク 天災・暴動等の不可抗力による費用の増大、計画遅延・中止等 

公共の指示、提示条件の不備・変更による設計変更による費用の増大、計

画遅延に関するもの 

関係機関との協議による設計変更による費用の増大、計画遅延に関するも

の 
設計変更 

民間事業者の提案内容の不備・変更による設計変更による費用の増大、計

画遅延に関するもの 

公共が実施した測量・地質調査部分に関するもの 測量・地質調査の誤りリス

ク 民間事業者が実施した測量・地質調査部分に関するもの 

公共の指示、提示条件の不備・変更によるもの 
建設着工遅延 

上記以外の要因によるもの 

公共が取得する補助金・交付金に関するもの 

計
画
・
設
計 

資金調達リスク 
民間事業者が取得する資金に関するもの 

公共の指示、提示条件の不備・変更による工事費の増大 
工事費増大リスク 

上記以外の要因による工事費の増大 

工事遅延リスク 工事遅延・未完工による施設の供用開始の遅延 

一般的損害リスク 工事目的物・材料・他関連工事に関して生じた損害 

建
設
時 

性能リスク 要求水準の不適合（施工不良を含む） 

受入廃棄物の品質リスク 受入れ廃棄物の質に起因する事故、運営費用の変動 

受入廃棄物の量の変動リ

スク 
受入廃棄物の量の変動による運営費用の変動 

性能リスク 要求水準の不適合 

運
営
時 

技術革新リスク 将来の技術革新による施設・設備の陳腐化、無用化、不効率化 

終了時 施設の性能確保リスク 事業終了時における施設の性能確保に関するもの 
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３３．．官官民民リリススクク分分担担  

１項の考え方に基づき、特に明確にすべきリスクについて、以下に検討を行う。 

 

（（１１））ごごみみ量量変変動動リリススクク  
本事業で処理対象とする一般廃棄物は、公共が一般廃棄物処理基本計画の下、

排出量の削減等の活動を行っているものの、その量をコントロールできるもので

はなく、処理対象量を正確に予測することは困難である。したがって、ごみ量が

変動した場合にも必要な経費がサービス購入料として適切に支払われるように、

固定・変動の２部料金制を採用することにより対応することが適切である。 

なお、計画処理量については要求水準書に示すこととなるものの、これは毎年

度のごみ量を公共が保証する事を意味するものではない。 

 
（（２２））不不適適物物混混入入リリススクク  

事業者は一般廃棄物の受入時に、処理不適物が含まれないことを確認し、また

受け入れた一般廃棄物内に処理不適物を確認した場合は排除することにより、適

切な運転を行うこととなる。一方、公共は、事業者が確認した処理不適物の処分

を行うとともに、搬入される一般廃棄物中に処理不適物が混入されることを未然

に防ぐように、広報・啓発活動等を行うこととなる。 

したがって、処理不適物の炉への投入によって生じた損害は事業者がリスクを

負担することが適切である。また、処理不適物の混入（ごみ質の計画範囲からの

逸脱）が一定期間続くことにより、事業者に追加費用あるいは損害が生じている

場合には、サービス購入料の見直しあるいは費用補償について協議を行うことが

適切であると考えられる。 

 
（（３３））不不可可抗抗力力リリススクク  

公共及び事業者のいずれの責めにも帰しがたい天災等の不可抗力事由によっ

て生じる損害については、その損害を最小限にとどめるインセンティブを与える

ため、事業者の損害又は増加費用のうちの一部を事業者が負担し、それを超過す

る部分について、合理的な範囲で公共が負担することが一般的に行われている。

事業者が負担する損害の額としては、 

① 維持管理・運営期間中の累計で、維持管理・運営期間中の維持管理・運営費

の総額に相当する額に一定の比率を乗じた額に至るまでの損害等の額 

② 一事業年度中に生じた不可抗力に起因する損害金の累計で、一事業年度の維

持管理・運営費に相当する金額に一定の比率を乗じた額に至るまでの損害等

の額 

③ 定額 

等が考えられる。 

（参考：ＰＦＩ事業契約に際しての基本的考え方とその解説（案），平成 20 年 7 月，内閣府） 
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上記のリスクを含め、本事業における官民リスク分担案を以下に示す。 

 
表 ４ 本事業における官民リスク分担案 

○：主分担 △：従分担 

負担者 
リスクの種類 リスクの内容 

公共 事業者 

公共の事由により契約が結べない等 ○   
契約締結リスク 

事業者の事由により契約が結べない等   ○ 

計画変更リスク 公共の指示による事業範囲の縮小、拡大等 ○   

用地確保リスク 事業用地の確保に関するもの ○   

本施設の設置そのものに対する住民対応に伴う計画遅延、仕様

変更、管理強化等 
○   

住民対応リスク 

上記以外のもの   ○ 

第三者賠償リスク 
事業者が実施する業務に起因して発生する事故、施設の劣化等

維持管理の不備による事故等により第三者に及ぼす損害   
  ○ 

本事業に直接関係する法令の変更等 ○   
法令等の変更リスク 

上記以外の法令の変更等   ○ 

本事業に直接関係する税制度の変更等 ○   
税制度変更リスク 

上記以外の税制度の変更等（法人税等）   ○ 

事業者が実施する許認可取得の遅延に関するもの   ○ 
許認可遅延リスク 

公共が実施する許認可取得の遅延に関するもの ○   

公共の入札実施コスト ○   
入札費用リスク 

事業者の応募コスト   ○ 

インフレ／デフレに係る費用増大によるもの（契約で明確化し

た一定の範囲内） 
  ○ 

物価変動リスク 
インフレ／デフレに係る費用増大によるもの（上記の範囲を超

えた部分） 
○   

事故の発生リスク 設計・建設・運営・維持管理業務における事故の発生   ○ 

公共の指示、公共の債務不履行によるもの ○   事業の中止・遅延に関する

リスク 事業者の債務不履行、事業放棄、破綻によるもの   ○ 

天災、暴動等の不可抗力による費用の増大、計画遅延、中止等 

（契約で明確化した一定の範囲内） 
  ○ 

天災、暴動等の不可抗力による費用の増大、計画遅延、中止等 

共
通 

不可抗力リスク 

（上記の範囲を超えた部分） 
○   

公共の指示、提示条件の不備、変更による設計変更による費用

の増大、計画遅延に関するもの 
○   設

計
段
階 

設計変更 

関係機関との協議による設計変更による費用の増大、計画遅延

に関するもの 
△ ○ 
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負担者 
リスクの種類 リスクの内容 

公共 事業者 

事業者の提案内容の不備、変更による設計変更による費用の増

大、計画遅延に関するもの 
  ○ 

公共が実施した測量、地質調査部分に関するもの ○   測量・地質調査の誤りリス

ク 事業者が実施した測量、地質調査部分に関するもの   ○ 

公共の指示、提示条件の不備、変更によるもの ○   
建設着工遅延 

上記以外の要因によるもの   ○ 

公共が取得する補助金・交付金に関するもの ○   
資金調達リスク 

事業者が取得する資金に関するもの   ○ 

公共の指示、提示条件の不備、変更による工事費の増大 ○   
工事費増大リスク 

上記以外の要因による工事費の増大   ○ 

資材調達、工程管理等の事業者の事由による工事遅延に伴うコ

スト増大、未完工による施設の供用開始の遅延等 
  ○ 

工事遅延リスク 
公共の事由による工事遅延に伴うコスト増大、供用開始の遅延

等 
○   

一般的損害リスク 工事目的物、材料、他関連工事に関して生じた損害   ○ 

建
設
段
階 

性能リスク 要求水準の不適合（施工不良を含む）   ○ 

受入廃棄物の質に起因する費用上昇、事故等（一定の範囲内） ○ △ 

受入廃棄物の品質リスク 受入廃棄物の質に起因する費用上昇、事故等（上記を超える大

幅な変動の場合）※ 
○   

受入廃棄物に処理不適物が混入していた場合のコスト増大（事

業者の善管注意義務違反の場合） 
  ○ 

処理不適物混入リスク 
受入廃棄物に処理不適物が混入していた場合のコスト増大（事

業者の善管注意義務をもっても排除できない場合） 
○   

受入廃棄物の量の変動による費用上昇等（契約で明確化した一

定の範囲内） 
  ○ 

受入廃棄物の量の変動リ

スク 受入廃棄物の量の変動による費用上昇等（上記を超える大幅な

変動の場合） 
○   

性能リスク 要求水準の不適合   ○ 

維
持
管
理
・
運
営
段
階 

技術革新リスク 将来の技術革新による施設・設備の陳腐化、無用化、不効率化 ○   

終了

時 
施設の性能確保リスク 事業終了時における施設の性能確保に関するもの   ○ 

※ 要求水準に示した設計ごみ量から大幅な乖離が生じた場合には、官民協議によりサービス購入料を変更することが想

定される。



 １４

第第４４節節  概概略略ＶＶＦＦＭＭのの算算定定  

１１．．ＶＶＦＦＭＭのの算算定定方方法法  

（（１１））ＶＶＦＦＭＭととはは  
 

従来方式では、起債の場合を除き、一般に事業当初に多額の公的財政負担（施設

整備費相当）を必要とする。しかし、ＰＦＩでは、事業者が民間資金による資金調

達を行い、公共は当該事業から生じるサービスを購入するといった形で、事業期間

にわたる延べ払いによるサービス対価を事業者に支払うこととなる。これにより、

毎期の財政負担額をほぼ平準化できる他、現状の逼迫した財政状況から予算確保が

できずに着工できない、必要性の高い事業に着手することも可能となる。 

このような支払方法の違いは、事業方式の選択における判断指標である「ＶＦＭ

の検討」で適用される「現在価値換算」に大きな影響を与える。「現在価値換算」と

は、例えば、現在の 100 円は 10 年後の 100 円よりも価値が高いという考え方に基づ

き、将来のキャッシュフローをある一定の割引率を用いて割り引くといった計上方

法である。割引率には、通常、リスクフリー・レートとして直近 10 年間の長期国債

利率の平均値等が用いられる。 

「ＶＦＭの検討」に関して、ガイドラインによれば、「ＶＦＭ（Value For Money）

とは、一般に、支払いに対して最も価値の高いサービスを供給する、という考え方」

である。そして、「公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の

見込額の現在価値をＰＳＣ（Public Sector Comparator）と、ＰＦＩ事業等として

実施する場合の事業期間を通じた公的財政負担の見込額の現在価値をＰＦＩ事業等

のＬＣＣといい、同一の公共サービス水準の下で評価する場合、ＶＦＭの評価は、

このＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣとの比較により行われる。」とされている。 

当該事業をＰＦＩ法に則って行う「特定事業」として選定する段階においては、

民間事業者の計画がまだ明らかになっていないことから、同ガイドラインにおいて、

上記のように公共サービス水準を同一に設定した上での両者の比較が基本とされて

いる。 

一般的な現在価値換算とそれに基づくＶＦＭ評価の概要図を以下に示す。 
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（公共が事業主体でかつ、初期投資に一般財源から拠出する場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２ ＶＦＭの算定イメージ図 
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２２．．ＶＶＦＦＭＭ算算定定のの手手順順  

 

ＰＦＩ事業等の要件がＶＦＭの確保であるため、その導入判断においては、ＶＦＭ

の達成を事前に見込むことが期待できるかが重要な位置を占めることとなる。ＶＦＭ

を事前に見込むことが期待できない場合は、従来方式で実施することが望ましい。 

この検討はＶＦＭテストと呼ばれ、従来方式とＰＦＩ方式等を比較することとなる。

本来であれば、ＶＦＭ検討に住民サービスの向上等の効果を含めることが望ましいが、

これらは民間企業の付加的提案であり、どのような事業計画が立案されるかを想定す

ることはできない。したがって、事業の効果についてはその水準が一定と想定し、費

用を中心にした検討を行うこととなる。 

ＶＦＭテストは、次の手順により実施する。 

 

 

①前提条件の整理 

ＶＦＭテストの前提条件を整理する。 

 

 

 

 

②財務シミュレーション表の作成 

整理した前提条件に従い、事業期間を通じて必要となる市の支払いを把握

する。 

 

 

 

 

③期待されるＶＦＭ 

ＶＦＭテストの結果を整理する。現在価値換算、リスク調整費、税収調整な

ども行う。 
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３３．．従従来来方方式式のの設設定定  

（（１１））建建設設費費及及びび財財源源のの設設定定  
新施設の建設費については、システム評価において示したように、以下の通りに

想定する。 

 

表 ５ 熱回収施設の建設費 
設定項目 設定値  備考 

①施設の処理能力 240 t/日  

②規模単価 50,000 千円/t 第6回委員会資料と同様

③想定建設費（①×②） 12,000,000 千円  

④施工監理費 120,000 千円 建設費の 1.0％を想定 

⑤施設整備費（③＋④） 12,120,000 千円  

※ここで示す建設、施工監理費等は現時点で想定される概算であり、今後実施する施設

設計の内容等により異なる。 

 

①①  循循環環型型社社会会形形成成推推進進交交付付金金  

本事業で交付金の交付を受けることを予定する循環型社会形成推進交付金制度の

交付取扱要領によれば、熱回収施設については、建築物の一部は交付対象とならな

いものとされているが、その範囲は排水処理設備等にかかる建築物などに限定され

ている。 

一般に、焼却施設のプラント設備と建築物の事業費割合が７：３程度とされてお

り、これを踏まえ交付対象内外の比率を８：２とする。 

 
②②  財財源源関関係係  

事業費財源のうち、上記の循環型社会形成推進交付金制度における交付額は、整

備する施設に応じて１／２と１／３が使い分けられているが、熱回収施設にかかる

循環型交付金の交付率は１／３となっている。 

（※ただし、環境省では平成 23 年度予算要求において、本事業で実施を予定する地

域冷暖房等の高効率熱利用を行う事業については、交付率を１／２とすることを目

指しており、これが実現された場合には優遇措置の適用有無について確認・検討が

必要である） 

起債の充当率は、交付対象事業は９０％、単独事業は７５％と想定する。 

なお、建設期間は３年間と想定し、工事の進捗による事業費の配分を、１年目：

２年目：３年目＝１：６：３とした。 

 

以上の条件から算出した、現段階で想定される循環型交付金、起債、一般財源を

以下に示す。 
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    表 ６ 熱回収施設整備の財源計画     単位：千円 
      全体       

        １年目 ２年目 ３年目 

熱回収施設整備費 12,120,000 1,212,000 7,272,000 3,636,000 

  交付対象   9,696,000 969,600 5,817,600 2,908,800 

    循環型交付金 3,232,000 323,200 1,939,200 969,600 

    起債 5,817,600 581,760 3,490,560 1,745,280 

    一般財源 646,400 64,640 387,840 193,920 

  単独   2,424,000 242,400 1,454,400 727,200 

    起債 1,818,000 181,800 1,090,800 545,400 

    一般財源 606,000 60,600 363,600 181,800 

循環型交付金 3,232,000 323,200 1,939,200 969,600 

起債 7,635,600 763,560 4,581,360 2,290,680 

一般財源 1,252,400 125,240 751,440 375,720 

※循環型交付金は年度間調整が可能であり、一定の財政負担の平準化が可能と考えられる。 
 

（（２２））維維持持管管理理費費のの設設定定  
 

新施設の運転・維持管理費についても、システム評価において示したように、以

下の通りに想定する。 

 

表 ７ 熱回収施設の維持管理費 
設定項目 設定値  備考 

①人件費（直営） 25,500 千円/年 管理人員：3 名 
人件費：8,500 千円/人・年 

②人件費（委託） 195,000 千円/年 運転人員：30 名 
人件費：6,500 千円/人・年 

③用役費 240,000 千円/年 建設費の 2.0％を想定 
④点検補修費 144,000

192,000

千円/年 通常：建設費の 1.2％を想定 
5 年毎：建設費の 1.6％を想定

⑤法定点検費 12,000

36,000

千円/年 通常：建設費の 0.1％を想定 
2 年毎：建設費の 0.3％を想定
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４４．．ＶＶＦＦＭＭ算算定定ににつついいててのの前前提提条条件件のの整整理理  

（（１１））ＰＰＦＦＩＩ手手法法にによよるるココスストト削削減減要要因因  
ＰＦＩ手法によるコスト削減は、一般的に以下のような理由により達成されると

考えられている。 

 

①①  一一括括発発注注にによよるる施施設設ＬＬＣＣＣＣをを考考慮慮ししたた設設計計とと維維持持管管理理・・運運用用のの実実施施  

施設のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）は、設計費、建設費および運営費・維持

管理費等で構成される。従来型の公共事業では、設計、建設、運営・維持管理等の

委託業務・請負工事を別々に発注するため、供用開始後のレイアウト変更、無駄な

スペースの発生、維持管理・運営段階での省力化の余地の無さ、などの事態が発生

することが想定される。 

ＰＦＩ事業では、民間事業者が、設計、建設、運営、維持管理等を一括して計画、

実施するため、公共の発注費や人件費等の重複コストの削減が見込まれる。また、

維持管理・運営段階における省力化やコスト低減に配慮した設計、施工が実施され、

実際にそれに沿った運営・維持管理が実施されることによってライフサイクルコス

ト（人件費及び光熱水費等）の低減が見込まれる。 

 

②②  性性能能発発注注にによよるるココスストトパパフフォォーーママンンススのの最最適適化化  

従来型の公共事業では、公共が仕様を定めて発注する仕様発注が主体であるため、

受託事業者の部材の選択や設計上の工夫についての創意工夫余地はきわめて小さい

ものとなっていた。 

ＰＦＩ事業では性能発注が主体であり、民間事業者の創意工夫の余地が大きく拡

大される。仕様発注による最低限の要求水準を満たす仕様・設計を、民間事業者が

最小のコストで最大の効果を達成しようと努力することにより、過剰仕様等の無駄

の排除と資材調達の段階での効率化等によるコストの削減が期待されている。 

 

③③  民民間間ののココスストト削削減減ノノウウハハウウのの発発揮揮  

一般的に公共施設の運営・維持管理費などのランニング費用に関しては、単年度

の予算管理であるため、事業者の毎期の費用に関する削減インセンティブが強く働

かないと考えられている。 

一方、中長期的な視点で、利益追求や効率化を目的とする民間企業所有の施設で

は、常に費用削減のインセンティブが働いており、そのノウハウが蓄積されている。

例えば人件費については、公共では硬直的な雇用形態が採られているため人件費を

抑えることが困難であるが、民間では就業パターンや給与形態等で、人に対するコ

ストパフォーマンスを追及した柔軟な雇用戦略が可能と思われる。また、職員の多

能化や専門家等による労働生産性の向上や、マニュアル化の徹底等きめの細かい民

間のコスト削減ノウハウの発揮が期待できる。 
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④④  リリススクク移移転転にによよるるリリススクク管管理理ココスストトのの抑抑制制  

ＰＦＩでは事業契約において、事業に関わる様々なリスクが民間事業者に移転さ

れる。リスク対策としては一般に「回避（原因の解消）」「減少（被害の抑制）」

「保留」「転嫁（保険等）」の４つの対応が考えられるが、民間事業者はリスク対

応策を適切に組み合わせ、リスクを最適に管理するノウハウが蓄積されている。こ

れにより、公共よりも低いコストで、民間事業者が担える事業リスクを管理するこ

とが期待できる。 

 

（（２２））内内閣閣府府にによよるるＶＶＦＦＭＭ実実態態調調査査結結果果  
内閣府が行った調査では、事業者選定段階でのＶＦＭは、全体で 23.4％（実額）、

設計建設段階で 29.4％、維持管理で 17.5％の削減の結果となった。事業ごとにその

削減効果は様々であるが、一般的にＰＦＩでは、概ね 20％以上の削減率が期待でき

る結果となっている。 

ＰＦＩ事業における維持管理コストの削減率について有効なデータは未だ少ない

が、上記の内閣府のＶＦＭ調査から、民間事業者が自らのノウハウを活用し効率的

な建設及び維持管理・運営を行うことにより、10～20％程度のコスト削減が期待で

きるとすることは一定の妥当性があると考えられる。 

熱回収施設を対象とする本事業では、上記調査結果から 10～20％程度のコスト削

減を見込むこととする。 

 

（（３３））事事業業方方式式別別ののココスストト削削減減率率  
前項で設定した従来方式（公設公営）における建設費・維持管理費に対して、各

事業方式におけるコスト削減率を以下の通りに設定する。 

 

表 ８  事業方式別のコスト削減率 
公設民営 PFI 

従来方式 
DBO BTO 事業方式 

ケース１ ケース２ ケース３ 

削減率 施設整備 0 10 15 

（％） 維持管理 0 15 15 

 
（（４４））各各事事業業方方式式のの前前提提条条件件  

表 ８にもとづく、各事業方式の前提条件を表 ９に示す。 
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表 ９ 前提条件 
  ケース１：従来方式 ケース２：公設民営方式（Ｄ

ＢＯ） 
ケース３：ＰＦＩ方式 

（ＢＴＯ） 備考 

全体 12,120,000 千円 10,800,000 千円 10,302,000 千円 

１年目 1,212,000 千円 1,080,000 千円 1,030,200 千円 

２年目 7,272,000 千円 6,480,000 千円 6,181,200 千円 

1. 施設整備

費 

３年目 3,636,000 千円 3,240,000 千円 3,090,600 千円 

①従来方式：公共側の施工監理費を含む費用（公共支出） 
②公設民営方式：施工監理費を含まない費用（事業者支出） 
③ＰＦＩ方式：事業者側の施工監理費を含む費用（事業者支出） 
１年目 10％、２年目 60％、３年目 30％ 

          2. 資産取得

に係る租税 不動産取得税 － － － DBO、BTO では課税なし 
  登録免許税 － － －  

  606,040 千円／年 515,134 千円／年 515,134 千円／年   3. 維 持 管

理・運営費 人件費 220,500 千円／年 187,425 千円／年 187,425 千円／年   
  用役費 240,000 千円／年 204,000 千円／年 204,000 千円／年   
  補修費 176,800 千円／年 150,280 千円／年 150,280 千円／年   

         
固定資産税 － － － DBO、BTO では課税なし 

4. 資産保有

に係る租税 
都市計画税 － － －  

5.資金調達          
  交付金 交付対象の 1/3 (交付対象：建設費の 80％と想定）   
  自己資金 － 年間維持管理費の 1/4 程度 借入金の 10%程度   
  借入金 ＜起債＞：一般廃棄物処理事業債・財政対策債 

交付対象額から交付金を控除した額の 90％及び交付対象外額

の 75％ 
金利：1.4% 
償還期間：15 年 
据置期間：3 年 
償還方法：元利均等 

＜民間借入＞：長期 
必要投資額から交付金・一般

廃棄物処理事業債・財政対策

債及び自己資金を控除した額

金利：2.43% 
償還期間：15 年 
据置期間：0 年 
償還方法：元利均等 

交付金制度においても一般廃棄物処理事業債・財政対策債の起債が

可能と設定（金利等は一般事例より設定） 
なお、一般のＰＦＩ事業の場合、施設建設費にかかる資金調達は民

間事業者が実施するが、廃棄物処理施設整備事業の場合、交付金の

交付及び起債が可能であり、起債に対する交付税措置及び民間金利

よりも有利な金利設定となるため、ＤＢＯ、ＢＴＯ方式の場合にも、

これらを活用するものとして設定 

6.その他       
  法人税 － 30％ 同左  
  割引率 － 4％ 同左  
7.アドバイザリー費用 － 45,000 千円 同左  
8.モニタリング費用     
  建設時 － － 120,000 千円  
  運営時 － 270,000 千円 同左 15 年間 
9. 事業者収

益率等 
  － EIRR:10.0%以上 PIRR:4.0%以上 

EIRR:10.0%以上 
DSCR:1.1 以上 

 

※ 売電、余熱売却収入については計上していない。 
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５５．．事事業業指指標標  

 

ＰＦＩ方式では、自己資金（資本金）と借入金により資金調達している（公

設民営方式（ＤＢＯ方式）では、資本金のみ）。つまり、ＰＦＩ方式における参

加プレイヤーに、出資者と融資者が存在することとなるが、この者の立場を踏

まえた場合、資金提供に相当する魅力ある事業である必要がある。逆に、魅力

のない事業であれば、出資者、融資者が存在せず、事業も成立しないこととな

る。この観点から、ＰＦＩ事業の成立条件として、以下の条件を確認する。 

 

＜ＰＩＲＲ（Project Internal rate of return）＞ 

・確保水準：4.0％（割引率以上を確保） 
・事業の採算性を評価するための指標。 
 

＜ＥＩＲＲ（Equity Internal rate of return）＞ 

・確保水準：10.0％ 
・資本金の投資に対する配当利回り。株主の出資に際しての重要な判断指

標となる。 
 

＜ＤＳＣＲ（Debt Service Coverage Ratio）＞ 

・確保水準：1.1 

・融資者の回収性を判断する指標。当期における借入金返済前のキャッシ

ュフローが借入元利金額の何倍であるかを見ることで、キャッシュフロ

ーが十分な返済能力を持っているか否かを見る指標である。DSCR が 1.0

の時には返済前キャッシュフローが当期の長期借入返済元利金と等しく

なり、1.0 未満になると借入金の返済ができないことになる。 

 

なお、ＤＢＯ方式の場合には、建設費相当の金額をすべて一時払いとして支

払うため、投資の採算性を測るＰＩＲＲ、借り入れの返済安全性を測るＤＳＣ

Ｒは有意性が低い。このため、ＤＢＯ方式の民間事業者の採算性は、資本金投

資に係る配当を測るＥＩＲＲが確保されるかにより確認する。 
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６６．．現現在在価価値値化化  

 

事業方式間の支払額について比較する場合には、基準年度の価格に換算する

必要がある。これについては、前述したとおり、「民間資金等の活用による公共

施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」（平成12年3月13日 旧

総理府告示第 11 号）および「ＶＦＭ（Value For Money）に関するガイドライ

ン」（平成 13 年 7 月 27 日 内閣府）に定められている。 

基準年度価値への換算においては、一般的に割引率が用いられており、基準

年度を現在とした場合の価格が現在価値である。 

本検討においても、割引率による現在価値化によりライフサイクルコストを

算定する。 

 
ｔ年における価値Ｖｔの現在価値＝Ｖｔ× Ｒｔ 

Ｒｔ＝１／（１＋ｒ）（ｔ－基準年） 

 Ｒｔ：現在価値化係数  ｒ：割引率 

 

本検討においては、基準年を施設整備開始年度とする。 
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７７．．ＶＶＦＦＭＭ算算定定結結果果  

 

今回の検討における財務シミュレーションの結果は、次のとおりである。 

 
表 １０ ＶＦＭ検討結果 

（単位：千円） 

算定項目 

事業方式 実額 現在価値 
削減額 

①－② 

ＶＦＭ（％）

(①－②)／

①×100 

従来方式  16,400,704 ①11,103,624 ― ― 

公設民営方式 ＤＢＯ方式 15,163,857 ②10,288,425 815,200 7.3%

ＰＦＩ方式 ＢＴＯ方式 15,625,713 ②10,297,998 805,626 7.3%

※削減額①－②の値については、四捨五入の関係で、表中の値から算出される値と合わない場合があ

る。 

 

第第５５節節  ままととめめ  

１１．．概概略略ＶＶＦＦＭＭのの算算定定ににつついいてて  

以上より、従来方式で事業を実施した場合と、公設民営方式・ＰＦＩ方式で

事業を実施した場合を比較し、公設民営方式・ＰＦＩ方式において、事業期間

全体を通じた市の財政負担額が縮減され、ＶＦＭが得られるかどうかの検証を

行った。 

その結果、設定条件でも明らかなように新施設については、ＤＢＯ（公設民

営）方式、ＢＴＯ（ＰＦＩ）方式のいずれの方式についても、ＶＦＭが期待で

きるとの結果であった。 

なお、本調査における概略ＶＦＭの検討では、施設整備費等が概算の段階で

あること、公設民営方式・ＰＦＩ方式の民間活力を活用して実施した場合に期

待されるコスト削減率を、先行する民間活力活用事例において見込まれている

数値により設定したものであること等から、あくまでも仮定と概算によるＶＦ

Ｍ、実負担額の比較を行ったものである。 
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２２．．ＰＰＦＦＩＩ等等事事業業手手法法のの課課題題  

ＶＦＭの大小の比較においては民間事業者のコスト削減を見込むことから、

当然、ＤＢＯ／ＢＴＯ方式の優位性の結果が確認されたところである。しかし、

現実的にこれらの金額が削減できるか否かは定かではなく、本調査結果のみで

事業の方式を決定することは適切ではない。 

一般廃棄物処理施設の整備・運営にあたっては、コスト削減のみを重要視す

るのではなく、住民の安全・安心、そして処理の安定性・継続性を確保するた

めには、施設のおかれている実情と照らし合わせ、コスト以外の要因も踏まえ

て総合的に事業方式を選択していくことが求められる。 

 
（（１１））公公共共性性保保持持のの視視点点  

ＰＦＩ事業では、民間事業者の創意工夫の余地を拡大するため、最低限の要

求水準を設定し、民間事業者の裁量の範囲を増やすことで、過剰仕様等の無駄

の排除、資材調達の効率化を促し、コストの削減を図ることになるが、これは

コスト削減が期待される半面、効率重視の整備・運営が追求されることにより、

安全・安心を求める住民感情として受け入れがたいものとなる危険性をはらん

でいる。 

従来公共が実施することにより担保されていた信頼の確保はＰＦＩ事業を

行う上での大きな課題である。また、これを確保するために要求水準を高く設

定すると、コスト削減の余地が小さくなるため、公共性を保持しようとするほ

どＰＦＩ事業のメリットは得られにくくなるものと考えられる。 

 
（（２２））事事業業ススキキーームム・・事事業業リリススククのの視視点点  

民間が対応可能な官民リスク分担となるように業務範囲及び事業者の収入

の扱いを設定している。 

この結果、売電・余熱供給、資源有効利用、灰の処分等の業務について、余

熱供給先や灰の処分先が固定化される本事業では、民間事業者の創意工夫の余

地が少なく、ＰＦＩ等事業方式のメリットが働きにくい環境にあるといえる。 

 
（（３３））ＶＶＦＦＭＭのの視視点点  

適切なＶＦＭの獲得、民間の採算性確保について、財務シミュレーションを

実施し、ＤＢＯ方式及びＢＴＯ方式について以下の事項が確認された。事業コ

スト削減率として１５％を見込んだのに対して、ＶＦＭは７％程度にとどまっ

ており、ＢＴＯ方式を採用した場合に期待されるコスト削減効果は大きいとは

しがたい結果となっている。 

また、本検討で採用したコスト削減率は他事例を基に設定したものであり、

上記（１）（２）の条件を考慮すると、適切なコスト競争が働かないことも考
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えられる。 

ＶＦＭ ： ＤＢＯ：7.3％  ＢＴＯ：7.3% 

 
（（４４））事事業業方方式式のの評評価価  

以上から、概算ＶＦＭの算定を踏まえ、民間事業者の優れた技術力、ノウハ

ウを生かし、コスト削減と公共としての責任と住民サービス、他の自治体での

実績を考慮して、以下のまとめを行った。 

 ①建設事業において 
  ■従来方式、公設民営方式、ＰＦＩ方式のいずれの場合でも、環境省が推奨す

る「総合評価落札方式」を導入することで、施設整備費における公共の求め

るものと民間事業者の技術力・ノウハウの両方を十分に生かした施設建設が

可能である。 
  ■これまでに検討した「施設整備コンセプト」及び「基本処理システム」から

ＰＦＩ方式による民間事業者のインセンティブが働く範囲は限られている。 
  ■ごみ処理施設は、住民に対して、公共が責任を持って建設すべき施設であり、

民間事業者が主体的に行うのは望ましくない。 
 ②運営・維持管理事業において 
  ■長期における運転の安全、安定の確保は、民間事業者の優れた技術力とノウ

ハウに裏付けられている。 
  ■運営において、民間事業者の努力と長期契約によってコスト削減が期待でき

る。 
  ■各年の点検・補修費用等は、長期委託契約における公共の負担の平準化が図

れる。 
  ■長期委託契約の公共の責任・関与の方法については契約の内容で調整するこ

とができ、施設管理の責任所掌を明確にすることができる。 
 ③ＶＦＭから 
  ■ＢＴＯ方式は概略ＶＦＭ算定において、事業指標のうちＤＳＣＲ（借り入れ

の返済安全性）が低いことから、事業採算性確保のためサービス購入料をＤ

ＢＯ方式に比べ高く見込む必要があり、想定したコスト削減率に対して期待

されるＶＦＭが低くなっている。このため実際にコスト削減が働かない場合

には、ＶＦＭが得られない（入札不調となる）可能性も考えられる。 

 以上から 
  建設事業においては「公設」を、そして運営・維持管理事業においては、長期

委託契約による「民営」に優位性があるものと考えられる。 
したがって事業方式は「公設民営方式」として、「ＤＢＯ方式」［一括契約］、あ

るいは長期包括的委託を目途とした「ＤＢ＋Ｏ方式」［分割契約］が適当と考えら

れる。
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